
生計費関係

平成 年 月の標準生計費算定方法

標準的な生活の水準を求めるため、家計調査（総務省）等に基づき、標準生計費を次の方法により費目別、

世帯人員別に算定した。

標準生計費の費目

標準生計費は、次の つの費目別に算定している。各費目の内容は、それぞれ次に掲げる家計調査等の大

分類項目に対応する。

食 料 費 …………… 食料

住居関係費 …………… 住居、光熱・水道、家具・家事用品

被服・履物費 …………… 被服及び履物

雑 費 …………… 保健医療、交通・通信、教育、教養娯楽

雑 費 …………… その他の消費支出（諸雑費、こづかい、交際費、仕送り金）

費目別、世帯人員別標準生計費の算定

人 人世帯については、家計調査（岡山市・勤労者世帯（農林漁家世帯を含む））における平成 年

月の費目別平均支出金額（日数を 日に、世帯人員を 人に調整したもの）に費目別、世帯人員別生

計費換算乗数を乗じて算定した。

なお、 人世帯については、平成 年の 全国消費実態調査 （総務省）等により、平成 年 月の費目

別標準生計費をもとに算定した。

（参考）費目別、世帯人員別生計費換算乗数

平成 年 月 月の家計調査の調査世帯（全国・勤労者世帯）のうち、就業人員が 人で夫婦のみ又

は夫婦とその子供で構成される標準世帯について、世帯人員別に並数階層の費目別支出金額を求め、これ

をそれぞれ 人世帯の費目別平均支出金額で除して費目別、世帯人員別生計費換算乗数を求めた。



第 表 岡山市における費目別、世帯人員別標準生計費

（平成 年 月）
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労働経済関係
第 表 労 働
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賃
金
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労
働
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間
（
厚
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労
働
省
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月
勤
労
統
計
調
査
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全

国

き ま っ て 支 給 す る 給 与
（円）
前年度比・
前年同月比（％）

〔調 査〕産業計
う ち 所 定 内 給 与

（円）
前年度比・
前年同月比（％）

う ち 所 定 外 給 与
（円）
前年度比・
前年同月比（％）

総 実 労 働 時 間 数
（時間）
年度平均

〔調 査〕産業計
うち所定外労働時間数

（時間）
年度平均

岡

山

県

き ま っ て 支 給 す る 給 与
（円）
前年比・
前年同月比（％）

〔調 査〕産業計
う ち 所 定 内 給 与

（円）
年平均

う ち 所 定 外 給 与
（円）
年平均

総 実 労 働 時 間 数
（時間）
年平均

〔調 査〕産業計
うち所定外労働時間数

（時間）
年平均

消 費 支 出

〔総 務 省〕家計調査

全 国

全世帯
（円）
前年比・
前年同月比（％）

勤労者世帯
（円）
前年比・
前年同月比（％）

岡 山 市

全世帯
（円）
前年比・
前年同月比（％）

勤労者世帯
（円）
前年比・
前年同月比（％）

物 価

消費者物価指数
〔総務省〕

全 国
前年度比・
前年同月比（％）

岡山市
前年度比・
前年同月比（％）

国内企業物価指数（日本銀行）
前年度比・
前年同月比（％）

雇

用

常用雇用指数
前年度比・
前年同月比（％）

完 全 失 業 率〔総務省労働力調査〕
（％）
年度平均

有 効 求 人 倍 率
〔厚生労働省、県緊急雇用対策室〕

全 国
（倍）
年度平均

岡山県
（倍）
年度平均

注 厚生労働省毎月勤労統計調査による数値は、同調査の事業所規模 人以上の数値である。

きまって支給する給与 、所定内給与 、所定外給与 は平成 年基準である。なお、調査対象事業所の抽出替えが

消費支出 の 全国 は農林漁家世帯を除く二人以上の世帯が対象。 岡山市 は農林漁家世帯を含む二人以

消費者物価指数 、 常用雇用指数 、 国内企業物価指数 は平成 年基準である。

完全失業率 及び 有効求人倍率 の月別の数値は季節調整値である。

〔調 査〕〔厚生労働省毎月〕産業計 勤労統計調査



経 済 指 標

月 月 月 月 月 月
平成 年

月
月 月 月 月

平成 年 月に実施されたため、平成 年度と平成 年度の対前年度比は実数で計算した増減率とは必ずしも一致しない。

上の世帯が対象。


